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講演録 

所有者不明土地に関する法律・課税問題と解決の方策 

 

 

横浜国立大学大学院 教授 

岩 﨑 政 明  

 

◆SUMMARY◆ 

本稿は、平成 29 年 11 月 16 日（木）に税務大学校和光校舎で開催された公開講座での横

浜国立大学法科大学院の岩﨑政明教授による講演内容をとりまとめたものである。 

本講演では、「所在者不明土地に関する法律・課税問題と解決の方策」と題し、所有者不明

土地問題について、その問題点の所在を説明され、租税法及び行政法の観点から幾つかの解

決策を検討している。 

なお、本講演録を取りまとめるに当たり、岩﨑政明教授により、必要に応じた若干の加筆

等を行った。 

（平成 30 年 2 月 28 日税務大学校ホームページ掲載） 

（税大ジャーナル編集部） 

 

  

文中意見にわたる部分については、執筆者の個人的

見解であり、税務大学校、国税庁あるいは国税不服審判

所等の公式見解を示すものではありません。 
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１．問題の所在 

本日は、所有者不明土地問題について、租

税法及び行政法の観点から幾つかの解決策を

検討して、提案させていただきたいと思って

おります。所有者不明土地問題は、たくさん

の法律に関連があります。まず、憲法 29 条に

財産権の保障が規定されており、国といえど

も、私有財産を侵害することはできないこと

になっていますが、公共のために用いるとき

はその例外とされております。 

また、土地は財産権の代表的なものである

ところ、土地に関する権利関係については民

法が規定しております。 

更に、民法上の所有権に係る対抗要件とし

ての登記につきましては、不動産登記法が詳

細を定めている。不動産登記の対象は土地と

建物の両方ですが、それぞれの場所、面積、

権利関係が規定されています。そのうち、土

地の面積は、本来は地籍図に基づいて決定さ

れることになっています。地籍というのは、

1951 年制定の国土調査法に基づいて、日本全

土の土地について各筆ごとの面積を測量した

ものをいいますが、この地籍調査は、まだ

50％程度しか完了していません。残りの半分

は正確な面積が測量されていない。今の調査

方法でこのまま続けていくとあと何十年もか

かるといわれているのですが、最近は人工衛

星が非常に正確になりまして、誤差数センチ

の単位で、地上を特定することができるよう

になってきていますので、やがて人工衛星に

基づく測量が行われるようになれば、もっと

早く正確な面積を決定できるのではないかと

思います。 

しかしながら、当面、地籍調査が未了の土

地の面積についてはどうしているのかという

と、不動産登記法により、地籍が未確定な場

合には、地籍図に準ずる図面に基づいて行う

とされております。この図面のことを公図と

いいます。公図は古くからあるもので、最も

古いものは明治時代に地租を賦課するために

所有者の自己申告による土地面積に基づき作

成された図面をいいます。現在は、そういう

明治時代に測量され申告された、必ずしも正

確とはいえない位置と面積を示した図面を、

デジタル化して使っている状況です。 

公図の面積には大きな誤差があります。面

積に誤差があるということは、隣地との境界

が確定できない状況を引き起こします。筆界

未確定というのですが、このことが所有者不

明土地を引き起こす一因になります。 

不動産登記法に基づく地籍図や公図以外に

も、土地の面積や所有者を記載した記録がな

いわけではありません。その代表は、地方税

法上の固定資産税に関する課税台帳です。固



税大ジャーナル 29 2018.4 

3 

定資産税は、土地、建物及び償却資産に対し

て課される税金ですので、それぞれの種類ご

とに、土地課税台帳、建物課税台帳、償却資

産課税台帳とそれらを補充するための補充台

帳というものがあります。それ以外に、農地

につきましては、農地法に基づく農地台帳が、

山林につきましては、森林法に基づく林地台

帳があります。ところが、農地や山林は、非

常に古くから、誰かが使っていたわけで、こ

れらの法律に基づいて、初めて、その面積や

所有者が決められたわけではない。しかも、

こうした自然物は環境の変化に応じて位置や

面積が変わってくる。どこからどこまでが誰

のものかも判明しにくいことがある。それゆ

え、農地台帳とか林地台帳も、正確性を欠く

ことがありますし、全ての記録が完了してい

るわけでもない。 

以上のように、土地については、公法、私

法にわたって、いろいろな法律により、それ

ぞれの目的に則して、位置や面積等が調査さ

れ、記録されてきたわけです。 

そこで、所有者不明土地のお話をするとき

には、関連する私法、すなわち民法とか不動

産登記法といった法分野についても触れる必

要はあるのですが、私の専門分野との関係か

ら、本日は、公法の分野、すなわち租税法や

行政法において、所有者不明土地に基因して、

どういう問題が起こっていて、それを解決す

るためには、どういうふうにすればいいだろ

うかということを、お話ししたいと思います。 

さて、そこで話を進めなければいけません

ので、所有者不明不動産とは何かという、定

義のお話から始めたいと思います。 

 

２．所有者不明不動産とは何か 

不動産に関しては、先にお話ししましたよ

うに、登記簿等の所有者台帳、各種法律に基

づく所有者台帳等、いろいろな種類の台帳が

ありますが、そういう各種の所有者台帳に

よっても、所有者が直ちに判明しないか、判

明してもそこに記載されている所有者に連絡

がつかないような不動産のことを、所有者不

明不動産ということにいたします。 

所有者不明不動産には、具体的には、空家

のような所有者不明建物と、放棄地のような

所有者不明土地とが両方含まれているという

ことになります。 

ここにいう「不明」とは、まず、各種台帳

等における登記情報が古くて、更新されてい

ないために、現在の所有者を特定できないよ

うな場合をいいます。例えば、登記簿等の所

有者の欄には、明治何年生まれの誰それとい

う名前は書いてあるのだけれど、常識的にそ

の人が生きているとは思えない。百数十歳に

なっているはずだ。生きているとは思えない

けれども、その後、その土地が誰のものになっ

たかが登記されていないために、現在の所有

者がわからないというような場合のことです。 

次に、所有者を特定できたとしても、その

所有者の所在が不明な場合。一応、所有者が

誰かはわかるのだけれども、その人に連絡し

たいと思って、その登記簿等に記載された住

所地に連絡しても、連絡がつかない。現地に

行っても居ない。転居しているとか、様々な

理由により、所有者が台帳等に記載されてい

る住所地に所在しない場合です。 

第３に、登記名義人の死亡後に、相続人が

多数となり、全ての相続人を把握できないの

で、所有権移転登記が不能な場合。所有権移

転登記は、相続人全員の合意による相続分割

協議が整っていないとできません。相続人は

何人かいる。そのうち一人でも連絡がつかな

いと、結局は、全員の分割協議の押印がない

ため、所有権移転登記をしたくてもできない。

しょうがないから所有権を登記できないもの

の、相続人の中の誰かが土地を使っている。

その人がまたお亡くなりになって、更に相続

が始まる。また相続人が増えてしまって、な

おさら、その土地が誰のものかがわからなく

なるというような場合がこれになります。 
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第４に、所有者台帳に全ての共有者が記載

されていない土地、例えば入会地のような場

合。登記簿には、表題部という場所等を特定

する記載事項と、権利に関する記載事項、所

有権やそれ以外の抵当権や地上権等の物権の

種類が記載される甲区・乙区という記載があ

るのですが、最初の場所を示す表題部のとこ

ろに、例えば「何とか村」とだけ記載されて

いる共有地があります。昔は田舎だったので

しょうが、現在は都市化が進んで、町の中心

部になっているところでも旧入会地がありま

す。例えば、河川敷がその代表的なものです。

河川敷は、昔、漁具を置いたり、船を置いた

りするから、村民が全員共同で使っていた。

しかし、現在は、街並みが整備され、堤防工

事や盛り土が行われ、あるいは暗渠化されて、

空き地になっている。駐車場にでもすれば、

たくさんの駐車料金をとるとか、利用すれば

経済的価値を生み出せるような土地になって

いても、旧入会地のまま、誰がその土地の所

有者か分からない状態になっているところが

あります。そうした場合、旧村の構成員全員

が、共有財産として持っているということに

なるわけですが、その旧村民というのが、現

在の住民とは全く異なるときには、旧村民の

全部を探し、更にその子孫も全部探し出さな

いと、その共有地の処分や登記ができない状

況になってくる。このようなことは、共有地

一般に共通する問題で、共有地については、

全ての共有者の同意がないと所有権移転がで

きないので、共有者の同意を得られない場合

には、放置されることが起こりやすくなりま

す。 

これらのように、所有者不明が生ずる原因

や不明の内容というのは幾つかパターンがあ

ります。 

 

３．所有者不明が生ずる原因とは 

こういう所有者不明建物や所有者不明土地

に関連する諸問題を何とかしなきゃいけない

という意識は、以前からありました。たとえ

ば、農業を効率化するために農地整備事業を

やろうと思っても、そもそも農地が誰のもの

か分からないという場合がありました。もう

農業やらなくて、放棄してどこかにいなく

なっているという場合もあれば、所有者はい

るのだけれども、それぞれの農地の場所や面

積が正確な地図によるものではなく、昔から

の慣行で決められていただけだったので、具

体的に分割処分や換地をしようとするとトラ

ブルが起こるという場合もありました。同様

にして、都心部でも区画整理事業や土地再開

発事業等が行われる場合に、筆界未確定、隣

土との境界が分からない場合が生じた。また、

公図によれば道路があるが現況はないとか、

昔は川が流れていて、それを境に土地が区分

されていたところ、現況は、川ではなくて既

に他の人が占有使用しているといったような

場合がありました。都心部のように、地価が

高いところでは、当然、隣接地の境界は紛争

の種になります。なかなか収拾がつかない。

更に、10 年前ぐらいになるかもしれませんが、

外国人や外資法人による山間部の水源地買い

占めが行われ、これは困ると言われたことが

ありました。山間部の水源地を買われてしま

うと、その水源地から出てくる水を利用して

いる人々に、大きな影響が出てくる。そこで、

山林の所有者に対して、安易に売買に応じな

いように、様々な施策をとりたいということ

から、所有者調査が始められた時期があった

のですが、山林の所有者は極めて特定が難し

いということがわかった。加えて、外国人や

外資が山林を買収し、その当初は所有権登記

がなされたとしても、後にその外国人が死亡

したり、外国法人が解散消滅したりすると、

所有者の特定は更に複雑困難となるといった

問題が指摘されました。 

特に最近問題になったのは、東日本大震災

後に、土地の再開発や移住を促進するために、

復興事業を行おうしたわけですが、土地所有
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者が不明なために、復興事業が全然進められ

ないということが起こった。早く進めなきゃ

いけない。予算もたくさん付いた。様々な復

興事業をしようとしたわけですが、津波で多

くの方が亡くなってしまいましたし、それか

ら、建物が建っていた跡が、本当に跡形なく

全部流れてしまって判定できない、土地の形

質も変わってしまった。役所も水浸し、いろ

いろな公共的機関も、津波の被害を受けてし

まって、登記簿や公図等も被害を受けて、所

有者がわからなくなってしまった。多くの方

が亡くなっているから、旧所有者情報を知っ

ている人も少なくなってしまった。一所懸命、

関係行政庁の方々は努力をしたのだけれども、

わからないものはわからない。一旦、国、公

共団体が、所有者不明の土地を全て取得して、

公共のものとして整地してよいのであれば、

復興事業は早く進むかもしれませんが、私有

財産である以上、真実の所有者と何らの交渉

をすることもなく、正当な補償をすることも

無しに強制取得すると憲法違反になるかもし

れない。そこで所有者不明を解消するような

制度を早くつくるべきだといわれたわけです。 

更に、所有者不明不動産は、今後、どんど

ん増えていくのではないかと予想されていま

す。それはなぜかというと、1990 年前後のバ

ブル経済の頃、地価は高騰し、土地所有権に

対する関心も高まったのですが、バブル崩壊

後、地価は値下がりを続けているにもかかわ

らず、土地を維持管理するためには、様々な

コストがかかります。固定資産税等の税金も

かかりますし、放置しておくと草が生えてき

て、周りの人に迷惑掛けるから、整備コスト

もかかったりして、結局、不動産は、現状で

は、持っていると負担が多くて困るという意

味で、負債としての財産、「負」動産だといわ

れるようになってきているからです。結果と

して、不要な不動産については放置しておく

人が増えており、所有者不明を引き起こす原

因となっていると指摘されているわけです。 

４．所有者不明不動産により引き起こされる

法律問題 

所有者不明不動産は、それだけ大変な問題

なわけですが、行政法上、租税法上あるいは

民間取引上、所有者不明によりどういう問題

が生ずるのかをまとめてみましょう。 

行政法上の問題としては、各種公共事業を

行うときに、土地収用法に基づいて、不動産

の明渡し、又は、収用又は使用が行われるわ

けですけれども、いずれにしても使用者不明

だと、これらの公共事業がうまく行えない。

公共事業をするには、都市計画法等の法律に

基づいて、計画決定が行われ、その計画に基

づいて事業認定が行われて、その結果、道路

をつくるとか、堤防をつくるとか、橋をつけ

るといった公共事業が行われていく。その公

共性が非常に大きく認められる場合には、都

市計画法に基づく行政計画が示されるのです

けれども、公共性がある全ての土地の形質の

変更について、行政計画が行われるわけでは

ない。事業認定がされないという場合がある。

そうすると、事業認定がされない小規模事業

の場合には、土地収用法に基づく収用をする

ことができない。任意買収という形で、土地

を買っていくということしか、事業を進めて

いく方法がなくなる。そうすると、１か所で

も所有者不明土地があって、土地所有者が分

からないというようなことになると、任意買

収不能という事態が生じて、その段階で、そ

の事業はストップする。多くの人にとって不

利益な状況が生ずることになります。 

また、租税法上の問題としては、経済的価

値のある不動産であっても所有者不明の場合

には、固定資産税や相続税の徴収不全が起こ

ることになります。誰のものかわからないと、

税金をかけることができないからです。経済

的価値のある不動産については、このように

課税問題が生ずるので、所有者不明が生じて

いることが判明するのですが、他方、固定資

産税の免税点以下の不動産、すなわち評価額
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において土地 30万円、建物 20万円に満たな

いものについては、固定資産税が賦課されま

せん。そうすると放置されたままの状況が生

ずるわけで、ただ荒れ放題のままになってし

まうということになりますが、所有者不明の

状況が生じているかどうかも、普通は認識で

きないという事態が生じます。 

また、相続財産であれば、相続税の課税物

件となるのですが、相続人の誰もが必要とし

ない､また売却可能性もないような田舎の方

の土地については、相続財産でありながら、

相続人が合意により相続登記をしないで放置

しておくことが行われているようであります。

そうすると、そこだけ昔の親の所有名義のま

ま、ずっと残っていくということになる。本

来、その放棄土地についても相続税がかかる

わけですけれども、相続税の課税対象から脱

漏することもある。ところが、こうした放棄

地は、税務調査によってもなかなか発見がで

きないことがあるようです。 

そして最後に、民間デベロッパーによる再

開発事業等の場合の所有者不明土地の問題で

す。この場合には、国、公共団体による公共

事業とは異なり、強制力を行使することはで

きませんから、任意に売却交渉をして、買っ

ていかなければならない。ところが、対象地

域に１か所でも所有者不明土地があると、再

開発事業はとん挫したり、計画変更をしなけ

ればならなくなるということが、しばしば生

じます。民間デベロッパーが地域整備をしよ

うとすると、強制力を行使できないために、

ものすごく時間とお金がかかるということが

問題とされています。 

以上のような非常に大きな問題が指摘され

ているわけです。そこで、何とかして所有者

不明建物や所有者不明土地をなくす方策をと

れないかということを検討し始めたわけです。 

 

５．所有者不明建物に対する法的措置の制定 

その解決策の嚆矢として、まず、所有者不

明建物につきましては、平成 26（2014）年に

「空家等対策の促進に関する特別措置法」（平

成 26 年法律第 127号）という法律が制定さ

れました。空家対策特措法と略称させていた

だきますが、この法律は、所有者不明建物に

ついて、その危険度に応じて、「空家等」とい

うものと、「特定空家等」という、二つの類型

を定めて、それぞれから生ずる危険性を除却・

解消するための行政施策を採ることができる

措置を定めています。すなわち、空家対策特

措法は、適切な管理が行われていない空家等

が、防災、衛生、景観等の地域住民の生活環

境に、深刻な影響を及ぼしていると認められ

る場合に、地域住民の生命、身体、財産の保

護、生活環境の保全のため、空家等の活用を

する対策を採ることとしています。施行は平

成 27 年 2 月 26 日です。加えて、特定空家等

については、取壊し等の行政代執行をするこ

とも可能にしており、この代執行については、

もう少し周知期間が必要だということで、施

行が平成 27 年 5 月 26 日とされましたが、い

ずれにせよ、既に施行されております。 

この空家対策特措法にいう「空家等」とは、

建築物又はこれに付属する工作物であって、

居住その他の使用がなされてないことが常態

であるもの及びその敷地をいうと定義されて

います（同法 2 条 1 項）。この空家等の対策

としては、まず市町村による空地等対策計画

を策定する。それから、空家等の所在、所有

者の調査をする。固定資産課税台帳等の税務

情報についても、課税目的以外にも利用でき

るようにした。それから、所有者情報等のデ

ータベースを、管轄自治体においてより整備

し、適切な管理を促進、有効活用するために、

空家等の所有者が特定できる場合には、その

所有者に対して、行政指導を行うということ

ができるようになったというわけです。 

他方、「特定空家等」とは、①倒壊等、著し
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く保安上危険となるおそれのある状況、②著

しく衛生上有害となるおそれのある状況、③

適切な管理が行われないことにより、著しく

景観を損なっている状況、④その他周辺の生

活環境の保全を図るために、放置することが

不適当である状況にある空家等をいうとされ

ています（同法２条２項）。この特定空家等に

ついては、管轄自治体による立入調査、除去、

修繕、立竹木の伐採等の措置を取るべき助言、

指導、勧告、命令をすることができます。そ

して、それでも駄目だった場合には、行政代

執行による取壊し等の強制執行をすることが

できます。 

この空家対策特措法により、所有者不明不

動産問題を解決するためのファーストステッ

プを踏み出すことができました。 

しかしながら、空家対策特措法に定められ

た様々な措置を実施できるのは、実は、対象

不動産の所有者が特定できる場合なのです。

不動産の利用状況に問題のある所有者に対し

ては、改善命令や代執行を行うことはできる

のですが、所有者が本当に不明な場合や全く

連絡がつかないようなときに、国、公共団体

が独自の判断で、私有財産である建物を壊し

たり、私有財産である立竹木を勝手に伐採す

ることができるかというと、それは疑問です。

後に、真実の所有者が現れて、国家賠償法に

基づき損害賠償請求をすると、それを排除で

きるかどうかは微妙な問題です。空家対策特

措法のもう一段先の法律が、今後、必要であ

るというふうに考えられます。 

 

６．所有者不明土地に関する現状分析 

そこで、次に、放棄地等の所有者不明土地

は、どのようにしたら解消するかということ

になります。 

所有者不明土地問題を解消するための法律

はまだ制定されていません。空家だけが危な

いわけじゃなくて、放棄地だって、そこに草

が繁茂したり、ゴミ捨て場になっていること

がある。また、暗がりになっていて、夜、様々

な危険が起こりうる場合がある。所有者不明

土地についても、早く対策をとらなければな

らないということで、現在、土地環境行政に

関連する行政庁、政府及び自民党、それから

民間プラットフォーム、学会において検討を

しています。 

所有者不明の潜在数は非常に多いです。こ

れには存否不明な場合と、所有者が判明して

いるけど、権利関係が不確定なため、真実の

所有者を特定できない場合とが含まれますが、

いずれにせよ所有者不明土地はたくさんあり

ます。では、何がきっかけで、所有者不明と

なるのでしょうか。 

１番多いのは、相続に際して、遺産分割協

議が成立しないとか、協議は成立しても相続

不動産の価値が低いために相続登記をする手

数料や登録免許税額の方が高くつくなどの理

由により、相続を原因とする所有権移転登記

をしないことにあるようです。所有権移転登

記をしない状況が何代か続きますと、相続人

の数が膨れ上がってしまい、相続人の誰がど

れだけの相続分を有するのかもわからなく

なってくる。土地等を売却する必要があれば、

売るためには権利を確定しておかないといけ

ないので、誰が所有者かを決めようというイ

ンセンティブがでてくるのですが、売る必要

がない場合には、所有者が誰かを確定しなく

とも、相続人の誰かが使うことは事実上でき

ますので、そのまま放置するということが起

こります。外観は、誰かが使っているのだけ

れども、その人が所有者なのかどうかがわか

らないということになります。 

２番目としては、家族関係の希薄化の影響

があると思われます。親族であっても顔を合

わせる機会がなく、当事者であっても、相互

の法律関係が不明な場合が生じていますので、

結果として、相続が生じたときに、相続財産

の分割協議が、なかなか進捗しない。 

私が子供の頃、つまり昔は、盆暮れ正月、
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あるいは結婚式や葬式には、親族一同が集ま

る機会がありました。その際に、親族の中の、

いわばまとめ役のような人がそれぞれの続柄

を紹介してくれて、初めて関係がわかるとい

うようなことがありました。ところが、最近

は、盆暮れ正月に親族が集まるという機会が

なくなってきている。ご本家という概念が既

になくなっているのですね。また、結婚式も、

地味婚というのがはやっていて、親と友人だ

けしか呼ばずに会費制で行うというのが増え

てきている。お葬式も家族葬というのが増え

ているらしくて、親族が集まって思い出話を

する機会がなくなった。また、墓も、なにな

に家代々の墓というのが減って、世帯単位の

墓が多くなった。さらには、墓の世話が面倒

で、墓じまいをしたり、散骨をしてそもそも

墓を持たない人も現れるようになっています。

昔は一族代々の墓があったので、お寺さんに

行くと、檀家さんの系図表があって、代々の

家族構成員がわかったのですが、それも今で

は難しくなってきています。 

更に、離婚と再婚が繰り返される状況が多

くなってきましたので、親子関係が複雑に

なってきています。夫婦のそれぞれが連れ子

を連れて再婚をし、そこで子供が生まれたう

えで、また離婚するというようなことが起こ

ると、どうしても夫婦と子供の関係で、前の

子供や、前々の子供について話さない場合が

多くなってくる。こういうふうに、離婚、再

婚が繰り返されると、親族関係はなおさら希

薄化し、秘匿化されて、結果として、亡くなっ

たときの相続はものすごく複雑になります。

結果として、相続財産を分割できない。誰か

が取りあえず使っているだけで、真実の所有

者は決めていない。その人が亡くなると更に

その土地の所有者が誰なのかが分からない状

況になってくる。相続が何回が繰り返されて、

相続登記をしない状況が繰り返されると、元

の所有者をたぐっていくことが、難しくなる

わけです。 

３番目としては、人口・産業の都心集中と、

地方における地価下落の問題があると思いま

す。経済的価値がある土地の場合には、登録

免許税や相続税を払ってでも相続承継をした

い。税金を払ってでも、経済的価値のある土

地は自分のものにしたいという人が現れてく

るので、まだいい方なんですが、その土地を

取得することに伴う税金やその他のコストと

土地の価値と比べたときに、コストの方が大

きくなる土地の場合には、その土地を自分の

ものにしようという人は、少なくなっていく。 

昭和 40 年代からの高度経済成長期に、核

家族化というのが進みまして、世帯が小さく

なって、それぞれの世帯が独自の不動産を持

つようになりました。総務省統計局の調査に

よりますと、世帯単位の持ち家率は、平均で

も 6割、年齢層が上がって中年以降の世帯で

すと、大体８割の世帯は自分の不動産を持っ

ている。自分の不動産を既に持っているから、

親の不動産は必要でない。 

更に、人口は東京圏、大阪圏、名古屋圏、

この三大圏に集中しています。現在の人口統

計ですと、東京、大阪、名古屋の三大圏に人

口の約 50％が集中しています。東京圏とは、

東京、神奈川、千葉、埼玉、大阪圏とは、大

阪、兵庫、京都、奈良、名古屋圏とは、愛知、

岐阜、三重です。これら 11都府県で人口の半

分、あとの 38道県で、残りの半分の人口とい

うわけです。残りの半分といいましたが、そ

の残りの半分の地域でも人口は都市に集中し

ていて、人々が地域全体に均等にまんべんな

く居住しているわけではない。 

そうすると、親の土地とか、兄弟の土地と

かが田舎にあった場合、その人たちが亡く

なっても、その土地を承継しようという人が

現れない。しかも少子化が進んできて、上の

世代の数が多くて、子供の数が少ないという

状況ですと、余ってくる土地、建物がこれか

ら増えていくことになります。人口や産業が

都心部に集中していますので、地方では、土
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地を売ろうと思っても買い手が見つからない。

それゆえ、放棄地ないし所有者不明土地が、

これから増えていくだろうということになり

ます。 

最後に４番目ですけれども、新しい相続問

題、すなわち高齢相続や相続紛争による不動

産の塩漬けがあります。高齢化社会では相続

が発生するときに、老々相続になります。90

歳代でお亡くなりになると、そのお子さんは

60 代。孫の世代が 40 代です。そうすると、

子も孫もほとんどの人は自分の不動産を持っ

ている。そうすると、お亡くなりになった 90

代の方の不動産は、引き受け手がいない。子

供の世代は 60 代で、自分の土地を持ってい

るし、使わない土地を管理する気力も、体力

も、必要性も感じないと、放置せざるを得な

い。孫の世代は法定相続人に含まれないので、

孫に財産を承継させようとすると、遺贈をし

なければいけない。孫は相続税の基礎控除額

の計算に当たって考慮されませんし、また遺

贈を受けたときには相続税額が２割加算され

ることになっています。それゆえ、以前は、

相続税法を改正して、世代跋扈型の相続、す

なわち１世代飛ばして孫の世代まで法定相続

人の範囲に含めるようにしてはどうかという

意見があったのですが、もう時遅しです。先

ほどお話したように、人が長寿になって、80

代、90 代まで生きるようになると、孫の世代

であっても 40 代になりますから、多くの場

合、既に自分の不動産をもっている。 

老々相続になると、不動産承継はなかなか

うまくいかなくなるのですが、経済的価値の

ある不動産については、相続の可能性はある。

とはいえ、相続人が自分でその不動産を利用

する必要はないので、売却して、そのお金を

利用するのであろう。そこで、空家等対策措

置法の改正に伴う平成 28（2016）年度の税制

改正によって、空家に係る譲渡所得の特別控

除の特例が創設されました。空家及び敷地を

売って、お金を相続人で分割する場合、売却

したときに譲渡所得に係る所得税がかかるの

ですけれども、居住用財産の場合には、空家

が被相続人の一定の要件を満たすものについ

て、譲渡所得の計算に当たって 3000 万円の

特別控除の適用を認めますということになり

ました（租税特別措置法 35 条 3項ないし 10

項）。この特例措置は、相続人が相続不動産に

居住していないと適用されなかったものを、

適用を認めるということにして、不動産承継

を円滑に進めようというのです。 

 

７．所有者不明土地はなぜ解消されなければ

ならないのか 

所有者不明が生ずるきっかけは以上のとお

りであるとして、それでは、なぜ所有者不明

の状況を解消しなければならないのでしょう

か。その根拠は何に求められるのでしょうか。 

第１に、前述しましたように、様々な理由

から、不要な土地は放置しがちになる。これ

はどうしても避けがたい。そうであれば、そ

ういう放棄土地は周りの人々に対して不利益

を及ぼす点で、もはや私有財産とはいえず、

公共財産的な面を持っているといえるのでは

ないか。私有財産という概念を考え直す必要

があるのではないかといえます。私人の誰か

に所有権が帰属するとしても、公共財産的な

面をもっている不動産については、たとえば

私道のように、もはや所有者の使用収益権は

制限され、これに代わって、国、公共団体が

使用収益に関する管理権を持つと考えること

もできるのではないでしょうか。 

第２に、公共利用や経済政策を行うときに、

所有者不明土地は大きな障害になっている。

憲法 29 条においても、財産権の内容は、公共

の福祉に適合するように、法律でこれを定め

ると規定し（同条 2項）、更に、私有財産は､

正当な補償の下に、これを公共のために用い

ることができると定めています（同条 3項）。

つまり、私有財産は制限可能であって、その

制限が生ずる事由と、制限の内容について定
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めた法律を制定すればよいと思われます。制

限の執行は、従来から、行政代執行法等の行

政強制の方法がありますので、それを使用し

やすくすればよいと思います。私有財産の制

限が生ずる事由とその内容が法定されていれ

ば、それに該当する場合に対する行政強制を

具体的にどのように執行するかは行政裁量の

問題となりますから、職員が公平かつ迅速に

執行できるように、裁量基準を定めた通達等

を整備することにより、執行権限はかなり使

用しやすくなるのではないかと思います。権

限の踰越濫用は許されませんが、法律上可能

な裁量権は公共のために積極的に行使される

べきだと考えます。 

第３に、所有者不明土地に係る固定資産税、

相続税の賦課徴収の問題を解決しなければ、

租税負担の公平に反する事態が生じます。ま

ず、所有者不明ですと、何回も固定資産税の

納税通知書を送達しても、不達郵便という形

で返ってきてしまう。そうすると、課税権を

行使する対象者がいないわけですから、租税

を徴収することができない。しかしながら、

地方税の本来の性質は応益税ですから、その

地域に不動産を所有する人は、その地域の福

祉を維持するための費用として、地方税を納

税し、地方財源を賄う負担を負うべきです。

ですから、放棄地のように、その管理・保全

を、その所有者に代わって地方公共団体がし

なければならならない状況が生じているにも

かかわらず、所有者が固定資産税を納税しな

いということは、その管理・保全に必要な費

用を、他の住民に押しつけているのと同じこ

とになる。所有者不明土地についても、費用

負担を求める方策を設ける必要があるという

ことになります。 

相続税についても、先ほどお話したように、

相続人にとって不要な土地を相続財産から除

外する合意が行われてしまって、放棄される

土地が出てくると、その土地を課税庁が発見

することは極めて難しくなります。相続を単

純承認しておきながら、不要な相続財産だけ

を恣意的に排除するというのは、ご都合主義

であって、民法上も租税法上も適法ではあり

ません。次に述べるように、不要な土地につ

いては、これを処分するための制度を整備し

たうえで、それ以外の方法で、相続人の恣意

的合意によって、相続財産の一部を排除した

ときには、相続税の脱税として、租税犯とし

ての罰則を適用すべきであると思います。 

 

８．所有者不明土地に対する租税法・行政法

上の対応措置の提案 

そこで、最後に、以上に述べてきた所有者

不明土地に関する問題を、どのようにすれば

解決できるかということになります。解決方

法については、経済的価値がある土地と、経

済的価値を失った土地で、場合分けをして検

討しなければいけないと思います。 

まず、経済的価値がある土地に対する対策

です。所有者不明でも経済的価値がある土地

については、固定資産税を賦課徴収できるよ

うな制度にしなければ公平でない。固定資産

税を納税通知書を交付しても返ってきて、徴

収できない期間が一定程度経った場合には、

その市町村は、本来は固定資産税の滞納処分

として、その土地を強制徴収することができ

るはずなのです。制度としては可能なのです

が、執行例はあまりなかった。それはなぜか

というと、本当に所有者不明かどうか、よく

わからないからです。納税通知書の送達がで

きなかったから強制徴収した後、真実の所有

者が現れると、国家賠償請求が提起されるお

それがある。それを避けるためには、所有者

不明ではなく、一定の要件の下に、所有者不

存在であることを推定できる制度を設け、土

地の強制徴収を可能にすべきです。 

第２に、真実の所有者かどうかはわからな

いが、誰かが課税客体となる土地を使ってい

る場合の取扱いを明確化する必要があります。

固定資産税は、毎年 1 月 1 日段階の課税台帳
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に、所有者として登録されている人を納税義

務者として課する税金ですが、土地の占有使

用者が当該納税義務者とは異なる場合、真実

の所有者からの固定資産税の納付がないとき

には、現に占有使用している人を納税義務者

として固定資産税を賦課することができるよ

うに地方税法を改正すべきであると考えらえ

ます。 

第３に、相続等の際の所有権移転登記につ

いてです。物権変動があった場合には、所有

権移転登記を義務化すべきであるという意見

があります。登記を義務化して、違反に対し

ては過料等の行政罰を科するという制度を導

入することは、所有者不明を防止する一定の

予防効果はあるかもしれませんが、通常の過

料の金額程度では所有者不明を解決すること

はできないと思います。とりわけ、登録免許

税等の登記費用の総額が、対象土地の価値を

上回るような場合には、登記促進効果はあま

り期待できません。相続等を原因とする所有

権移転登記については、まずは登録免許税の

減免措置を導入し、将来的には登録免許税自

体を手数料化することを検討してはどうかと

考えます。 

第４に、経済的価値はあるが不要な土地を

国、公共団体に寄附しやすくする制度を導入

してはどうかと思います。現在、所得税法の

改革論議の一環として、所得控除制度の改正

が議論されています。その一つの方策として、

所得控除方式を税額控除方式に変えてはどう

かということが検討課題とされているのです

が、税額控除を導入するのであれば、寄附控

除については、給付つき税額控除としてはど

うかと考えます。年金生活世代のように所得

が少ない人に、一定の所得控除を認めても、

減税効果は限定的です。税額控除制度に改正

し、所得額を超える控除額が残ってしまう場

合には、その控除未了額を給付する制度にす

れば、土地等の不動産を国、公共団体に寄附

する人が増えるのではないかと思います。不

要土地を放置しているよりは、その土地を寄

附してさっぱりして、当該土地の価値の一部

を給付してもらえるのであれば、所有者不明

土地問題はかなり改善するのではないでしょ

うか。 

これに対して、経済的価値を失った土地に

ついては、もはや課税の対象になりませんか

ら、滞納処分はありません。それゆえ、放置

されっぱなしということになってしまいます。

こうなると、租税法上の制度では解決しない

ので、行政法上の措置をとらざるをえない。

所有者不明土地については、土地収用法の適

用による、強制収用をしやすくするような制

度というのが必要になってくるでありましょ

う。反面、所有者不明土地をすべて強制収用

して国有財産にすると、国、公共団体は維持

管理に膨大な費用がかかる。かえって国民全

体の負担が増えることになるわけで、所有者

不明土地の国公有化はそれは適当でない。誰

にも引き取り手がない、公共目的でも使えな

いというような土地については、これは所有

者不明の状況のまま、放置せざるを得ないの

ではないでしょうか。ただし、そうすると、

特に山林等については風災害で山崩れが起き

るとか危険が生じますので、危険度に応じて、

強制収用して国公有化すべきかどうかを個別

に判断していく必要があるでしょう。これは、

国土管理全体の問題として、今後考えていか

なければならない課題であろうと思います。 

お話が大変に長くなりましたが、これで終

わりとさせていただきます。御清聴ありがと

うございました。 
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